（様式２）
参　加　表　明　書
令和　　年　　月　　日
白河市長　鈴木　和夫　様
提出者　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　印
　　第４期白河市地域福祉計画策定支援業務（基礎調査）委託について、当該プロポーザル実施要領等の内容を承知の上、参加を表明いたします。
	担当者名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	


　（事業者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、次の項目を全て満たすことを制約し、　　相違があった場合は、参加資格を取り消されても異議を申し立てません。
（１）令和元年度以降、福島県内の地方公共団体を相手方とし、地域福祉計画または福祉関連計画の策定支援業務を完了した実績があること。

（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。

（３）会社法（平成17年法律第86号）第475条若しくは第644条の規定に基づく清算、開始、同法第511条の規定に基づく特別清算開始の申立て、破産法（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定に基づく破産手続開始の申立て、会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）でないこと。

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を経営に関与させていないこと。

（６）本公告日から審査委員会開催日までの期間において、国、福島県または本市からの受注業務に関し、指名停止の措置を受けていないこと。
（様式３）
会　社　概　要　調　書
	商号または名称
	

	代表者氏名
（フリガナ）
	

	本社所在地
	〒


	資本金
	　　千円
	年間売上高
	　　　　　　　　　　千円

	従業員数
	　　　　　人
（うち、計画策定支援業務担当の技術者　　　　　人）

	社歴
	

	業務内容
	

	認証取得等
（ISO認証、
プライバシーマーク）※複数記入可
	認証名
	

	
	登録
（認証）
番号
	
	取得年
	年　月　日

（更新回数　回）

	本業務担当
部署名
	

	本業務担当部署所在地
	〒


	本業務の
担当者数
	　　　　　人
（うち、計画策定支援業務担当の技術者　　　　　人）


※記入上の注意
（１）社歴及び業務内容については、同様の内容が記載された他の資料の添付でも可。
（２）売上高は、直近決算における売上高を記載すること。貸借対照表・損益計算書も添付する
こと。
（３）登録・認証を証する書類（写し）を添付すること。
（４）本業務を受託した場合に、担当することになる部署名（又は営業所名）、所在地、本業務
を担当する予定の従業員数及び計画策定支援業務担当の技術者の人数を記載すること。
（様式４）
実　績　調　書
令和元年度以降、福島県内の地方公共団体を相手方とし、地域福祉計画（「基礎調査」を含む。）または福祉関連計画の策定支援業務を完了した業務実績を記入すること。
	番号
	業務名
	相手方団体名
	履行期間
	計画の種類

	１
	
	
	年　月　日
から
　　　年　月　日
	

	
	業務概要（200字以内）

	
	

	２
	
	
	年　月　日
から
　　　年　月　日
	

	
	業務概要（200字以内）

	
	

	３
	
	
	年　月　日
から
　　　年　月　日
	

	
	業務概要（200字以内）

	
	


※記入上の注意
（１）「計画の種類」欄は、「①地域福祉計画（「基礎調査」を含む。）」又は「②地域福祉計画に類する福祉計画」の数字（①又は②）を記載すること。
（２）「①地域福祉計画（「基礎調査」を含む。）」及び「②地域福祉計画に類する福祉計画」双方の業務実績がある場合は、計画の種類」欄が「①地域福祉計画（「基礎調査」を含む。）」になる業務実績を優先して記載すること。
（３）業務受注した事実を確認することができる文書（契約書等）の写しを添付すること。
（様式５）
実　施　体　制　調　書
１．配置予定の技術者の資格、経歴、手持ち業務の状況
	管理技術者
	氏名
	年齢

	
	　
	　

	
	所属・役職名

	
	　

	
	資格・部門等
	取得年月

	
	　
	　

	
	令和元年4月から令和8年3月の主な業務歴

	
	（年度）
	（業務名）
	（担当）
	（発注者）

	
	　
	
	
	

	
	現在手持ち業務

	
	（履行期限）
	（業務名）
	（担当）
	（発注者）

	
	　
	　
	　
	　


	担当技術者１
	氏名
	年齢

	
	　
	　

	
	所属・役職名

	
	　

	
	資格・部門等
	取得年月

	
	　
	　

	
	令和元年4月から令和8年3月の主な業務歴

	
	（年度）
	（業務名）
	（担当）
	（発注者）

	
	　
	
	
	

	
	現在手持ち業務

	
	（履行期限）
	（業務名）
	（担当）
	（発注者）

	
	　
	　
	　
	　


	担当技術者２
	氏名
	年齢

	
	　
	　

	
	所属・役職名

	
	　

	
	資格・部門等
	取得年月

	
	　
	　

	
	令和元年4月から令和8年3月の主な業務歴

	
	（年度）
	（業務名）
	（担当）
	（発注者）

	
	　
	
	
	

	
	現在手持ち業務

	
	（履行期限）
	（業務名）
	（担当）
	（発注者）

	
	　
	　
	　
	　


	担当技術者３
	氏名
	年齢

	
	　
	　

	
	所属・役職名

	
	　

	
	資格・部門等
	取得年月

	
	　
	　

	
	令和元年4月から令和8年3月の主な業務歴

	
	（年度）
	（業務名）
	（担当）
	（発注者）

	
	　
	
	
	

	
	現在手持ち業務

	
	（履行期限）
	（業務名）
	（担当）
	（発注者）

	
	　
	　
	　
	　


　 

※記入上の注意

（１）配置を予定している者全員について記入してください。

（２）実務経験年数は、前職を含めて記載することを妨げないものとします。
（３）業務歴の欄には、地域福祉計画または福祉関連計画の策定支援業務の実績に
ついて記入してください。
（４）保有する資格については、本業務に関するものについて記入してください。
（５）現在手持ち業務の内容及び件数は、本業務と履行期間が重複する見込みが
　　　あるものについて記載すること、
（６）担当者欄が足りない場合は、様式を追加してください。また、記入欄が不足する
 　　場合は、行幅を調整し、又は行を追加して記入してください。
２．業務実施体制

	


※記入上の注意
所属・役職については、業務提案書の提出者の企業に所属する者に限る。

（様式６）
業　務　実　施　方　針
１．本プロポーザルでは、一次審査を通過した者にのみ、二次審査で使用する「業務提案書」の提示を求めますが、一次審査で使用する評価項目として、「本業務を進める上での貴社の基本的な考え方」を記載願います（文字数の上限は200字以内）。
	


